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１．募集しても介護者が集まらない現状
東京等の大都市では、景気回復の影響と在宅・施設を含めた介護職への需要が急増しているため人材不足が大変な問題になっています。

私たちの事業所でも、10年前ぐらいは景気が悪かったこともありアルバイト雑誌に募集すると1回に30人から50人もの応募があった。しかし最近では同じ条件で募集しても、1回に２、３人しか応募が無い。そのため、最近では多くが縁故（介護者からの紹介）での採用です。

一方で支援費制度から自立支援法という流れの中で、ヘルパーを利用する障害者（児）は増え続けており、事業所としては特に必要性が高いと思われる依頼以外は断らざるを得ないという状況になっています。
２．給料の目標額と今後の見通し

　　私が所属している自立生活センターグッドライフやその関連団体では、現在週5日勤務（夜勤1回を含む、週45時間ぐらいで）で、年収300万強の給料を今後5年間で約20％引き上げて行きたいと考えています。
そのためには、平成21年度と24年度２回の介護報酬見直しで、大都市の加算率の見直しと合わせて現行より10％程度の単価アップが必要です。
合わせて、事業所としては介護者のキャリアによって給料が多少上がっていく仕組みを作って行きたいと考えています。（単純な経験年数による給料アップではなく、介護経験を生かして、新しい利用者や難しい利用者に対応できるヘルパーになっていくことや、自立生活をしている障害者を中心となって支えていける介護者となっていくこと等への評価）

３．介護という仕事と家庭生活の両立という問題

介護者の中では家族持ちが増加しており、家族ができてからもこの仕事を続けていけるか？という問いに応えていくために、結婚、子育てをしながら続けている介護者のモデルや将来の見通しが必要とされています。
共働きを前提に考えると子育て期に、介護という時間帯が不規則な仕事と、家事や育児の両立を（当然男女とも）どうしていくかが大きな課題になってくる。例えば子どもを月～金曜日の日中保育園に預けた場合でも、ヘルパーという仕事の需要はむしろ夕方、夜勤、土日などの方が多いという難しさがあります。（自立生活をしている24時間型の利用者でも、平日の昼が5枠で、残りは土日昼が2枠、夜間が7枠という構成）
４．働き続ける意欲の問題

　介護者がある程度前向きな気持ちで働いていけるように事業所として考えないと人材は育ってきません。（介護者が個々に持っている理想にまで事業所が応える必要はないと思いますが）
　介護の中身について介護者が疑問に思いながら介護していることがあった場合に、ただ利用者の生活だから利用者の言う通りにやるとか、仕事だから割り切って我慢するとか、そういう立て方では施設や病院の介護と何ら変わらなくなってくると思います。CILの原則である「指示に基づく介護」をやるだけでは、介護者として続けられるのは２、３年が限界でしょう。
　まず介護者が自分で考えて介護できる環境と、同時に先輩の介護者やコーディネーター等上司の役割の人が、介護者をよく見ていてきちんとフォローできる環境が合わせて必要だと思います。コーディネーター自身が自分でよく考えて来なかった人や、経験が少ない人では介護者が行き詰った時にフォローするのは難しいでしょう。

５．障害者の自立支援の中で介護者が育っていく

　CIL系の事業所にとっては、今後知的障害者の自立支援をどこまで進めていけるかが非常に重要になってくると思います。（ピープルファースト運動との関わり等）
CIL系の事業所は身体障害者の自立支援には既に一定のノウハウがあって利用者も増えていくはずなので、合わせて知的障害者の自立生活が広がってくると、介護についての考え方も幅が出てくるのではないでしょうか。逆に知的障害者のガイドヘルパーやグループホーム等をやっている事業所は、今後身体障害者の自立支援に関わっていく事で介護者は障害者との関わり方が変わっていけると思います。

介護者にとっては、片方で自立生活をしている障害者と一緒に居ながら、一緒に考えていくという利用者との関わりがあり、もう片方では事業所の中の先輩や上司の姿を見ながら考えていくという側面があります。つまり利用者との関わりと、事業所の中での関わりの両面で自分の見方や考え方を修正しながらやっていける環境が必要なのです。これまでCIL系の事業所では利用者との関わりの側面だけを特に強調してやってきました。それは身体障害者の自立生活を広げていく上で一定の意味があったと思いますが、今後は事業所として介護者という人材をどう育てていくかという議論が必要だと思います。
